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東京経済研究センター（TCER）への
研究活動助成依頼に関するご案内

　経済同友会は若手経済学者の育成の必要性から、公益財団法人東京経済研究センター（TCER）に対し、
その発足当初より、さまざまな支援を行ってまいりました。その一つに経常費用の大部分を賄う研究活動
助成金があり、毎年会員各位にご協力をお願いしております。

＜助成金の税制上優遇措置＞
　特定公益増進法人への寄附金として、個人の場合は所得税の控除対象、法人の場合は法人税の損金算入

（一定限度額まで）の対象となり、税法上の優遇措置を受けることができます。

研究活動助成等に関するお問い合わせ窓口
TCER：町田様・山田様
Tel & Fax：03-3239-2524　E-mail：office@tcer.or.jp

公益財団法人 東京経済研究センター（Tokyo Center for Economic Research, TCER）
代表理事　戸堂 康之

沿革・概要

日本経済についての理論的実証的研究をその使命として、1959年に財団法人として発足。以来、多くの
経済学者の参加を得て、わが国における先端的な経済研究の中心として活動。

TCERのミッション

日本および世界経済が直面する諸問題に関する理論的・実証的研究とその支援事業を行い、わが国経済の
持続的な発展に寄与すること。

主として以下のような事業を行っている。

・ 学術コンファレンスやセミナーを開催、複数の大学の研究者を横断的につなぎ、研究交流や共同研究による
経済学研究の発展に貢献。
・�米欧亜を中心とする海外のさまざまな研究機関と国際コンファレンスを開催、国際学術交流を促進するとと

もに、日本の経済学研究の成果を世界に発信。
・�重要課題として設定されたテーマなどに関する研究に対して、研究助成を実施。
・�実務家向けのセミナー開催や書籍・報告書の発行により、研究成果を社会に還元。
　 さらに、これらの研究成果を社会に発信すべく産学連携セミナーを実施。 2022年度より経済同友会の

問題意識をベースとした特定のテーマについて研究を実施して成果を発信していく新たな枠組みを創設。
初回のテーマとして、「脱炭素に関する政策研究」を実施中。また、「フロンティア研究プロジェクト」も新
たに開始、社会的に重要な労働経済学、医療経済学の２分野での研究と成果発信を支援していく。
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